
瑞穂町行政評価委員会 第４回補助金等審査分科会 次第 

 

日 時 平成２３年１１月２８日（月）午後１時１５分 

場 所 瑞穂町役場 ３階委員会室 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

議題１ 正副分科会長の互選 

 

議題２ 補助金等審査 

（報告事項） 

２３報告―１ がん検診推進事業（大腸がん検診受診勧奨クーポン券送付） 

２３報告―２ 瑞穂町特定緊急輸送道路沿道建築物等耐震（診断・補強設計・改修）

補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



資料 １ 

 

瑞穂町行政評価委員会第４回補助金等審査分科会 

報告事項一覧 

 

 

 

１ 報告事項（３件） 

番号 担当課 補助金等名称 資料 

２３報告-１ 
福祉部 

健康課 

がん検診推進事業（大腸がん検診受診勧奨クーポ

ン券送付） 
２ 

２３報告-２ 
都市整備部 

都市計画課 

瑞穂町特定緊急輸送道路沿道建築物等耐震（診

断・補強設計・改修）補助金 ３ 

 



 

 

資料 ２ 
様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        がん検診推進事業（大腸がん検診受診勧奨クーポン券送付） 

担 当 部 署 福祉部健康課健康係 

担 当 者 名        安藤 尚子 

補助対象    

４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳の方  ２,５００人 

規 約 等   

大腸がん検診実施要綱（作成中）        

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

平成２１年度に開始された国の「女性特有のがん検診事業」に追加された事業であ

る。 

特定の年齢に達した方に対して、大腸がんに関する検診手帳と検診費用が無料とな

るがん検診無料クーポン券を送付し、がん検診受診促進を図るとともに、がんの早期

発見と正しい健康意識の普及、啓発を図ることを目的とする。 

 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

がんの早期発見と正しい健康意識の普及、啓発を図ることで将来の医療費を削減し

ようとするもの。 

補助金額 

検診費１人当たり２,２７３円（２３年度単価） 

補助割合 

国庫補助１／２ 
 

実施期間 

 平成２４年度から２８年度（５年間） 

平成２４年は５月から１２月まで（特定健診実施期間） 

その他 

 予算規模 

１,７７２,６３７円（手帳・クーポン・問診票印刷、郵送料、検診委託料等） 
 

 



 

 

資料 ３ 
様式 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町特定緊急輸送道路沿道建築物等耐震（診断・補強設計・改修）

補助金 

担 当 部 署 都市整備部都市計画課計画係 

担 当 者 名        荻野 

補助対象  

①敷地が特定緊急輸送道路に接する建築物 

②昭和 56 年 5 月以前に建築された建築物 

③道路幅員の概ね 1/2 以上の高さの建築物 

※上記すべてに該当するもの 

 

規 約 等   

東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例 

       

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

特定緊急輸送道路に指定された道路（国道 16 号、新青梅街道、都道 166 号、青梅街道の

一部）に接する敷地の建築物のうち、一定要件に該当する建築物に対し、耐震診断、補強

設計、耐震改修の義務又は努力義務を課し、その実施に対し一定の補助金を交付するもの。

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

震災時において避難、救急消火活動、緊急支援物資の輸送等を支える特定緊急輸送道路

が、建築物の倒壊により閉塞されることを防止するため、沿道建築物の耐震化を推進し、

震災から都民の生命と財産を保護すると共に首都機能を確保するため。 

補助金額（補助対象金額） 

①耐震診断 実際に耐震診断に要する費用又は 

助成対象基準額（延べ面積×助成基準単価）のうち低い額 

②補強設計 実際に補強設計に要する費用又は 

助成対象基準額（延べ面積×助成基準単価）のうち低い額 

③耐震改修 実際に耐震改修工事に要する費用又は 

助成対象基準額（延べ面積×助成基準単価）のうち低い額 

 

【助成基準単価】 

①耐震診断 ②補強設計 

 

 

 

 

 

③耐震改修 

一般的な耐震改修工事の場合 47,300 円/㎡ 

免震工法等の特殊工法の場合 80,000 円/㎡ 
 

延べ面積 1,000 ㎡以下の部分 2,000 円/㎡ 

延べ面積 1,000 ㎡を超え 

延べ面積 2,000 ㎡以下の部分 
1,500 円/㎡ 

延べ面積 2,000 ㎡を超える部分 1,000 円/㎡ 



補助割合  

①耐震診断 国補助 1/3、都補助 2/3 

※延べ面積及び建築物の種類によって変化あり。 

      ※所有者負担が生じる場合もある。 

 

②補強設計 国・都補助 1/3、所有者負担 2/3 

 

 ③耐震改修 国・都補助 1/3、所有者負担 2/3 

※延べ面積によって変化あり。 
 

実施期間  

①耐震診断 平成 24 年度から 25 年度まで 

 ②補強設計 平成 24 年度から 26 年度まで 

 ③耐震改修 平成 24 年度から 27 年度まで 

その他 

 

 

 

 



寵寵圏く


